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令 和 ８ 年 ６ 月 １ ６ 日 

内閣府 民間資金等活用事業推進室 

令和８年度 民間資金等活用事業調査費補助事業（当初予算） 

支援対象の決定について 

内閣府では、PPP/PFI 手法の活用を推進するため、地方公共団体を対象に支援を実施し

ています。 

令和８年３月 10 日から４月 10 日まで募集しました「民間資金等活用事業調査費補助事

業」について、別紙のとおり５件の支援対象を決定しましたので、お知らせいたします。 

【支援概要】 

地方公共団体に対し、公共施設等運営事業等の導入に係る検討に要する調査委託費を助

成します。 

対象分野 PFI 法※に規定する公共施設等 

対象調査 

導入可能性調査 

デューディリジェンス 

その他公共施設等運営事業等の導入に必要な検討 

※ 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号）

支援の詳細につきましては、以下の URL を御確認ください。

〇掲載先 URL：https://www8.cao.go.jp/pfi/shien/r8/r8_hojo.html 

また、この他にも、通年募集の支援もありますので、併せて御活用ください。 

【お問合せ先】 

内閣府 民間資金等活用事業推進室 山口、一丸、添田、河原崎 

TEL：03-6257-1655 



別紙

令和８年度 民間資金等活用事業調査費補助事業（当初予算） 支援対象案件 

No 支援対象 案件名 

1 新潟県長岡市 長岡市営駐車場における官民連携導入可能性調査 

2 岐阜県海津市 
道の駅クレール平田のリニューアルと公園一帯管理に向けたローカルPFI

導入可能性調査 

3 京都府 
京都府立ゼミナールハウス及び隣接地管理運営に係る PFI 等導入可能性

調査 

4 広島県安芸高田市 
道の駅三矢の里関係人口案内所・（仮称）安芸高田市都市公園の一体的整

備とエリアマネジメント型の官民連携手法検討調査 

5 宮崎県西米良村 民間投資を活用した西米良村中心部拠点形成調査 




